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Ⅰ－２．申請時の事業概要

地域連携ネットワーク構築に向けた調査 

 ・建設業団体（総合工事業・専門工事業）が現有する人材確保・育成に係る組織の調査 

 ・人材の確保・育成に係る組織の連携方策の調査及び関係団体による協議会の設置 

先進事例の情報収集 

 ・地域内外の先進的な取組事例の調査 

地域における教育機関や教育訓練施設等との連携可能性に関する調査 

 ・地域内の大学、工業高校等の教育機関の教育内容等に関する調査 

 ・既存訓練施設（ポリテクセンター等）の訓練内容の現状調査と新たな活用方策の検討 

 ・企業内訓練校等の訓練内容の現状調査と新たな活用方策の検討 

広報活動の検討 

 ・工業高校等の技術・技能の指導体制の確立を目指した建設業への入職支援戦略の調査検討 

 ・建設業界が取り組んでいる技術者や技能者の訓練、教育、処遇改善およびキャリアパスなどの 

広報方策の検討 

Ⅱ．調査結果 

Ⅱ－１．実施した調査内容 

※調査を行った事項について、具体的に記入してください。

①建設業協会の従来の取り組みの整理 

 ・人材育成事業、広報活動等内容と実績 

②先進事例の情報収集 

 ・先進県の取組状況の調査 

③府内の就業者数、有効求人倍率の現状調査 

・産業別、年齢別、男女別有業者数 

・有効求人倍率  

④府内の教育機関、職業訓練施設等の現状調査

・大学、専門学校、工業系高校等教育機関の状況 



・職業訓練施設の状況と活用方法 

 ・座学・実技訓練の状況 

⑤アンケート調査 

・京都府建設業協会会員企業アンケート 

・京都府建設産業団体連合会企業アンケート 

Ⅱ－２．地域教育訓練ネットワーク構築について 

※団体等と連携し、教育訓練組織のネットワーク連携の可能性について記入してください。 

①教 育 機 関：大学、高等学校、職業訓練法人 

②行 政 機 関：国の機関（地方整備局、労働局） 

府市の機関（建設交通部、商工労働観光部、建設局、都市計画局、教育委員会） 

③建設産業界：建設業協会、建設産業団体連合会、電業協会、空調衛生工業協会、振興基金 

当面は連携が可能な団体との構成で協議会を設立する。 

Ⅱ－３．教育訓練体系の内容について 

※教育訓練施設の確保やカリキュラム・教材・講師等について調査内容を記入してください。 

①技術者向け教育訓練 

 ・新入・若手社員研修 

 ・指導担当者研修 

 ・若手社員の育成技術向上の支援、離職の抑制、定着支援のための研修実施の要望が多い。 

 ・技術士会、企業・行政の OB からの講師の派遣も期待でき、教材は先進事例を参考に検討する。

②技能者向け教育訓練 

 ・瓦・左官・造園・板金など伝統産業的技能者の訓練施設は存在する。 

 ・一般建築・土木および在職者・求職者用とも訓練施設、スキルアップ支援システムは見あたら

ない。 

 ・躯体系、仕上系団体等の連携は希薄に近く、単体での訓練体系の構築は困難なことから、職業

訓練法人との連携のもと訓練実施の検討をする。 

③未就業者向け研修 

・建設系高校生を対象としたこれまでの取組みを継続するとともに、更なる充実と必要により出

前口座を実施する。 

Ⅱ－４．その他周辺事業について 

※その他広報活動などはここに記入してください。

特になし 



Ⅱ－５．実施事業への移行について 

※実施事業に移行できるかどうか。誰とどのようなことをしたいか等大まかな予定を記入してください。

訓練実施の可能なものから随時実施していくこととする。 

 ①技術者向け若手社員研修 

・入社３～５年の土木建築技術職員を対象に、１～３ヶ月毎、定期的に研修会を実施。 

・カリキュラムは２年間分を作成し、講師の選定、教材は講師と調整をする。 

 ②技能者向け指導者研修 

・企業、現場において、若年技術者の指導的立場にある技術職員を対象とする。 

  ・年２回位の研修とし、カリキュラムの作成、講師を選定する。 

他の事業については協議会の設立後、意見を聴取する中で検討を進める。 

以 上 


